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コンセプト

大切なもの
を取り戻せ



歴史からみる遊牧生活
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歴史とマクロ目線で見るモンゴル
モンゴルを語る上では遊牧生活が欠かせない。
しかしながら、伝統・歴史があり現代においても重要な産業のベースである遊牧生
活は順風満帆とは言いがたい状況。

▍モンゴルは遊牧騎馬民族としての伝統
を持っている

▍そのような背景からも遊牧生活はモン
ゴルにとっては伝統的なものであり、
気質に合っているのではないか

現代産業から見る遊牧生活

▍遊牧から来る放牧をベースとした農牧
業は現代モンゴルにおいても重要な産
業である

• 2016年時点でモンゴルのGDPの12.2％
を占める*

遊牧生活の現状
▍遊牧生活を諦めウランバートルなどで定住生活に切り替える遊牧民が発生

• 過酷な労働環境などが原因
• ウランバートル人口集中、郊外のゲルでのスラム生活、衛生悪化、大気汚染などの社会問題発生

▍遊牧生活を続けている遊牧民も経済的に不安定で困難な状況に

Why?

＊出所：JICA モンゴル国農牧業セクターにかかる情報収集・確認調査ファイナルレポート
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遊牧民族における現状の課題

マンパワー不足によって飼育数が減少し、低所得に繋がっている。
それが原因により、モンゴルの社会課題を助長している。

マンパワー不足 都市への
集中化

放牧時間・牧草
資源の減少

羊・山羊の
品質低下

飼育数を
増やせない

遊牧民を
辞める

伝統文化
の希薄化

出稼ぎに
出る

自家消費
低所得

放牧時間*1
平均6~9時間

*1：西部モンゴル遊牧社会における家畜放牧と牧草地利用のヒューマン・エコロジー

・脱遊牧民（過酷な労働環境など）
・資源不足
・飼育頭不足

のループ

健康状態悪化→経営悪化



都市への
集中化
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ウランバートルでは遊牧民が移住し、大気汚染やスラム発生による衛生・治安悪化
を引き起こしている。：脱遊牧生活による過度な人口集中
一方、遊牧地帯ではヤギによる牧草の過食によって草原が荒廃。：遊牧民不足によ
る放牧時間減少よってアンコントローラブルな状況

*左上グラフデータ：西部モンゴル遊牧社会における家畜放牧と牧草地利用のヒューマン・エコロジー *右下グラフデータ：情報提供元: data.un.org

ヤギによる裸地化*3
*引用元：モンゴル・遊牧による草地の持続可能な利用・管理

根っこまで
食べます

草原の砂漠化が進行

遊牧民族における現状の課題

http://data.un.org/


乳製品工場
8工場
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放牧・畜産業バリューチェーン分析

放牧

遊牧
(非定住)
※大半

※年に4-5回
移動

牧畜
(定住)

羊・ヤギ・
牛・馬・
ラクダ

7094万頭

自家消費
10万トン

牧畜民組合(政治力を持つ)

精肉企業
35社

食肉製品
加工企業
100社

仲買人
→畜産 卸売

市場

10万トン

市場(ザハ)・
小売店・
スーパー

ハム・ソー
セージ等

輸出（主にロシア）

31万トン

乳製品(牛乳・ヨーグルト・チーズ等)

洗浄工場
20社

製品工場
20社

中国資本

モンゴル資本

輸出（主に中国）

絨毯、フェルト生地

輸出

食肉

生乳

カシミア・
羊毛

原毛
仲買人
(中国人)

仲買人
(中国人)

皮革工場
20社

輸出（主に中国）
なめし革

生皮

海外
輸入品

https://www.maff.go.jp/j/budget/yosan_kansi/sikkou/tokutei_keihi/seika_h22/kokusai_ippan/pdf/60100014_03.pdf
https://www.montsame.mn/jp/read/212041#

• 特に高単価で売れるカシミアが取れるヤギの飼育数の激増と過放牧により、草原の砂漠化という深刻な環境破壊が起きている
• カシミアや皮革で中国資本の買い占めが横行しており、国内工場へ出回りにくく、国内産業の育成を阻害している

https://www.maff.go.jp/j/budget/yosan_kansi/sikkou/tokutei_keihi/seika_h22/kokusai_ippan/pdf/60100014_03.pdf
https://www.montsame.mn/jp/read/212041


8

課題に対するビジネス提案
気鋭の北海道ベンチャーINDETAILが提供する持続可能な「遊牧民向けスマート放
牧サービス」

課題 解決策 提供価値

▍ドローンによる牧草の
育成管理

• 放牧エリアの空撮画像のAI解析
で草地の自動選定

• 牧草の管理/牧場の区画整理

▍ゲート自動開閉による
放牧の自動化

• エリア毎のゲート自動開閉で家
畜の移動ルートを自動制御

• 放牧の手間を大幅に軽減

▍牧草地の荒廃
• 家畜の無秩序な過放牧

▍管理の手間・人手不足
• 広大な土地の放牧の手間の大き
さから頭数を大きく増やせない

▍家畜の健康状態悪化
• 牧草不足で体重減少

▍放牧経営の悪化
• 家畜の健康状態悪化で食肉・畜
産品の価値・単価の低下

• 頭数を増やせず小規模経営

▍持続可能な牧草地管理
• 秩序ある放牧を実現

▍人手不足解消
• 少人数でも大規模な頭数の放牧が
可能に

▍家畜の健康状態改善
• 牧草地回復により栄養不足改善

▍放牧経営の改善
• 家畜の健康改善で食肉・畜産品の
価値・単価の向上

• 頭数を増やし大規模経営の実現
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サービス提供イメージ
誰にでもできる簡単操作でドローンを自律飛行させ、AI画像解析でエリア区画ごと
の牧草の育成状況を管理
ゲートの自動開閉で、牧草の可食エリアの区画へ家畜を計画的に人手を介さず移動

フィードバック
（最適な放牧場所をピックアップ）

遊牧民

IoT

操作開始
（自動飛行）

データ送信

ゲート制御

自動・手動切替 状態表示

Drone

Map作成

エリア表示

自動飛行 撮像

取得画像の自動送信

エリアの囲い込み

牧草の育成状況把握

学習機能

採食・草食判断

操作指示

AI
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IDETAIL社ドローンによる提供価値

放牧における「放牧のエリア選定」と「羊追い」の自動化し、マンパワーの創出に
貢献

資料︓IDETAIL社スマート酪農プロジェクト

放牧の作業時間
平均6~9時間*1

90%削減を期待

*1：西部モンゴル遊牧社会における家畜放牧と牧草地利用のヒューマン・エコロジー

https://www.indetail.co.jp/common/files/factbook_teshio.pdf


11

生産効率と品質を向上させ、遊牧民の所得安定・増加に貢献

牧草地の利用効率の向上 家畜の健康維持 製品品質の向上
生産効率向上

品質向上

IDETAIL社ドローンによる提供価値
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循環型の持続可能な放牧を実現し、遊牧生活をサポート

資料：IDETAIL社スマート酪農プロジェクト

都市集中化
の低減

伝統文化
の継承

所得の安定・増加

IDETAIL社ドローンによる提供価値

https://www.indetail.co.jp/common/files/factbook_teshio.pdf
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ビジネスモデル
INDETIL現地法人を設立し、JICAの支援事業としてモンゴル政府経由でサービス実
証を提案
KDDIと資本提携を行い、共同でドローンサービスを提供する座組みを検討

遊牧民

500頭以上
世帯

羊・ヤギ・
牛・馬・
ラクダ

7094万頭

500頭未満
世帯

INDETAILモンゴル
(現地法人)

INDETAIL
日本法人

モンゴル政府

JICA

KDDI

牧畜民組合
食糧・農牧業・
軽工業省

KDDI Open Innovation Fund
出資(資本提携)

法人設立

牧畜民組合経由で遊牧民へ
サービス利用促進をアプローチ JICA経由でモンゴル政府へ

サービス実証を提案

月額課金でサービス提供
（500頭以上の世帯をターゲット）

家畜を担保に料金支払い

支援事業の委託費

支援事業の提案

JICA経由で事業
の提案

サービス提供主体

出資依頼
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JICA民間支援事業
JICAの民間支援事業の制度を利用して、モンゴルでの案件化調査及び、ビジネス実
証を実施

https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/index.html

対象者

案件化調査 普及・実証・ビジネス化事業

事業経費

負担経費

調査機関

• 中小企業・中堅企業、および中小
企業団体の一部組合

• 一件あたり3,000万円（機材の輸
送が必要な場合は、5,000万円）
を上限

• 旅費、機材輸送費、本邦受入活動
費、外部人材活用費、現地活動費、
管理費

• 数ヶ月～1年程度

• 中小企業、中堅企業、中小企業団
体の一部組合

• 1件あたり1億円

• 旅費、機材購入・輸送費、本邦受
入活動費、外部人材活用費、現地
活動費、管理費

• 1～3年程度

https://www.jica.go.jp/priv_partner/activities/index.html
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ターゲット市場とその規模
裕福である500頭以上を保有する世帯をファーストターゲットする。
それ以外の一般世帯へは裕福層で効果が出ることを実証した後、恩恵を享受してい
る裕福世帯を見たことで心理的ハードルを下げアプローチする。

500頭以上の家畜を持っている世帯。
保有家畜数では上位8％に入り*、家畜
の放牧管理の大変さも痛感。想定世帯
年収は約120万円と比較的裕福であり、
支払い能力を有していることから、
ファーストターゲットとする。

上記以外の放牧経営をしているメイン
世帯。年収観点から馴染みのないテク
ノロジーへの受け入れの心理的ハード
ルを考慮し、裕福世帯が享受している
恩恵を見せてからアプローチする。

裕福世帯

一般世帯

16.5億円

189.7億円

市場
規模

市場
規模

*平成 22 年度自由貿易協定等情報調査分析検討事業
モンゴルにおける農林水産業と農林水産政策等の調査・分析
プロマーコンサルティング



▍「遊牧民向けスマート放牧サービス」を使うことでの中長期的展望
• 遊牧民のQOLを向上し脱遊牧民の抑制を実現、伝統ある遊牧文化の継承に貢献。

▍更なる研究開発・機能拡充による未来
• 今後の技術開発次第では、更なる価値を提供することも夢ではない

• 具体的には、ドローンを活用して家畜を一頭一頭管理することで家畜のアクティビティ
をトレース→健康状態の管理→その後の製品の質を紐づけを行うことで、モンゴルとい
う環境で家畜のどのような行動・環境が各種製品の付加価値を高めるかを分析すること
が可能となる見込み。

• 遊牧民の収入増加だけには留まらず、モンゴル製品のブランド確立にも寄与できる。
16

将来展望
「遊牧民向けスマート放牧サービス」で遊牧民の生活を潤わせ、安定させることが
可能。
更に将来的には家畜の行動・環境を管理することで牧畜産業製品の付加価値を向上
させることも可能である。
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ビジネス進出におけるカントリーリスクへの対応

政治・経済・社会環境の変化によるカントリーリスクを可能な限り抑制するために、
公的組織とのリレーションを活用

モンゴル進出にあたり、モンゴル貿易開発銀行・独立行政法人国際協力機構(JICA)・
モンゴルビジネス情報モンゴル日本センターの協力にて対応手段を講じています。
定期的にリスク情報と自社への影響を点検し、プロセスへの落とし込みを行います。

政治・経済関係
一貫性のない政策

および4年での行政刷新

商習慣関係
属人主義的な判断基準
および個人利益優先対応

税制関係
租税条約未締結による

不利な税率



2022年はモンゴルと日本の国交開始の50周年という節目の年になります。
急成長を遂げるモンゴルにおいて、抱えている社会課題の解決に向けて、
いち早くスタートを切るべく、「INDETAILモンゴル(現地法人) 」を立ち上げます。

INDETAIL社のビジョンである「UPGRADE THE WORLD」モンゴルの地で実現
いたします。モンゴルの大自然は人類の宝であり、島国育ちの日本人にとっても
かけがえのない宝です。最新のドローン・AI・IoTの技術により、持続可能なモンゴルの
発展に寄与します。
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企業ビジョン 〜モンゴルへ愛をこめて〜

先進技術により、モンゴルの大自然・遊牧民族の生活を支えます

画像：

宇野牧場とのスマート酪農の仕組みや展望を語る

｜NEWS｜株式会社INDETAIL（インディテール）



APPENDIX



▍社名 株式会社INDETAIL（インディテール）
https://www.indetail.co.jp/company/
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INDETAIL社 概要

企業・事業紹介

▍ 代表取締役 坪井 大輔

▍ 資本金 1億2,900万円

▍ 本社所在地 〒060-0002 北海道札幌市中央区北2条西9丁目1番地 Wall annex 402

▍ 設立 平成21年1月

▍ 事業内容 先進技術を駆使した新規事業の創出（スタートアッププロダクション）
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PEST分析
政治 経済

• 1990年代はじめに計画経済から資本市議経済へ移行。政府が民間の
経済活動に介入しない方針を取っていたが、2015年頃から国家のイニ
シアティブが前面に出ている。

• 鉱物資源偏重のままでは資源価格や輸出先の経済状況などの外需次
第で国家経済の浮き沈みが激しくなるという懸念から、非鉱業セクター強
化による産業の多角化を推進。農牧業等における付加価値生産政策
を重視。

• 2013年に投資法改正。国内外の企業を平等に扱う方針ではあるもの
の、優遇措置はより充実。

• 労働法も日本とは大きく異なる。運用設計などには特に注意が必要。
• 法令が十分に執行されずに4年ごとの総選挙に伴い、政権が法令を変え

ることもある

• 2010年以降、モンゴルの産業は鉱業分野・好物資源分野の発展に支
えられGDP成長率は高水準を維持。

• 企業の信用情報の取得が困難。取得したとしても情報の信憑性も低く、
外国企業がモンゴル企業のビジネスパートナーを探す障壁となっている。

社会 技術

• 一つの会社に長く勤めることに対して特別な価値を見出す人はほぼ存在
しないため、人材を常に流送的。

• 失業率は7〜8％であり高くはない。
• 親日国家であり、民主化度も高い（ウランバートルは札幌をモデルとして

いる）
• 国民の教育レベル高い

• インターネット通信環境は比較的良好
• 獣医やその教育機関の質が良いとは言えない
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世帯における保有家畜頭数

8％

92％
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